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税務訴訟資料 第２６６号－１９（順号１２７９７） 

東京高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 消費税更正処分等取消請求控訴事件 

国側当事者・国（芝税務署長） 

平成２８年２月９日棄却・上告受理申立て 

（第一審・東京地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、平成２７年３月２６日判決、本資料２

６５号－５８・順号１２６４１） 

判 決 

控訴人 株式会社Ａ 

同代表者代表取締役 甲 

同訴訟代理人弁護士 鳥飼 重和 

佐藤 香織 

神田 芳明 

同補佐人税理士 窪澤 朋子 

被控訴人 国 

同代表者法務大臣 岩城 光英 

処分行政庁 芝税務署長 長谷川 芳史 

同指定代理人 長谷川 武久 

齋藤 誠密 

若原 浩司 

種草 省夫 

新迫 裕美 

塚本 祐維 

主 文 

本件控訴を棄却する。 

控訴費用は控訴人の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 芝税務署長が平成２２年４月２８日付けで控訴人に対してした次の各処分を取り消す。 

（１）平成１９年１月１日から同年３月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正

のうち還付消費税額５６５８万４５４８円を下回る部分及び還付地方消費税額１４１４万６

１３７円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（２）平成１９年４月１日から同年６月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正

のうち還付消費税額５１８７万９０７６円を下回る部分及び還付地方消費税額１２９６万９

７６９円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（３）平成１９年７月１日から同年９月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正
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のうち還付消費税額６５３７万３９０４円を下回る部分及び還付地方消費税額１６３４万３

４７６円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（４）平成１９年１０月１日から同年１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の

更正のうち還付消費税額６１３０万８０２６円を下回る部分及び還付地方消費税額１５３２

万７００６円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（５）平成２０年１月１日から同年３月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正

のうち還付消費税額６７３６万８６７１円を下回る部分及び還付地方消費税額１６８４万２

１６７円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（６）平成２０年４月１日から同年６月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正

のうち還付消費税額５５０７万４５８６円を下回る部分及び還付地方消費税額１３７６万８

６４６円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（７）平成２０年７月１日から同年９月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正

のうち還付消費税額４８３２万３１２９円を下回る部分及び還付地方消費税額１２０８万０

７８２円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（８）平成２０年１０月１日から同年１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の

更正のうち還付消費税額２９８８万９８９５円を下回る部分及び還付地方消費税額７４７万

２４７３円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（９）平成２１年１月１日から同年３月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正

のうち還付消費税額２６５１万８７１３円を下回る部分及び還付地方消費税額６６２万９６

７８円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（10）平成２１年４月１日から同年６月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正

のうち還付消費税額２３０３万８４７５円を下回る部分及び還付地方消費税額５７５万９６

１８円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

（11）平成２１年７月１日から同年９月３０日までの課税期間分の消費税及び地方消費税の更正

のうち還付消費税額３４３２万５２７８円を下回る部分及び還付地方消費税額８５８万１３

１９円を下回る部分並びに過少申告加算税賦課決定 

３ 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、旅行業法に基づく旅行業等を目的とする日本法人である控訴人が、外国法人である

Ｂ（以下「Ｂ社」という。）の主催する訪日旅行についてＢ社との間で行っている取引（以下「本

件取引」という。）が消費税法７条１項により消費税が免除される取引（以下「輸出免税取引」

という。）に当たるとして、前記第１の２の各課税期間分の消費税及び地方消費税につき、本件

取引に基づいてＢ社から受領した対価の額を消費税の課税標準額に算入せずに確定申告をした

ところ、所轄の芝税務署長から、本件取引が輸出免税取引に該当せず、本件取引の対価の一部

が消費税の課税標準額に算入されるとして、前記第１の２の各更正（以下「本件各更正処分」

という。）及び過少申告加算税賦課決定（以下「本件各賦課決定処分」という。）を受けたこと

から、これらの各処分（本件各更正処分についてはいずれも還付金額が確定申告額を下回る部

分）の取消しを求めた事案である。 

 原審は、本件取引は、控訴人が、非居住者であるＢ社に対し、同社の主催する訪日旅行に参

加する外国人旅行客に対して各種サービス提供機関による役務の提供という方法により国内に



 

3 

おける飲食、宿泊、運送等の役務を提供するという役務を提供するものであり、消費税法施行

令１７条２項７号ハに掲げる役務の提供（同号イ及びロに掲げるものに準ずるもので、国内に

おいて直接便益を享受するもの）に該当し、輸出免税取引から除かれるなどとして本件取引の

輸出免税取引該当性を認めず、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分はいずれも適法である

として、控訴人の請求をいずれも棄却した。 

 そこで、控訴人がこれを不服として控訴した。 

２ 関係法令の定め 

 次のとおり補正するほか、原判決別紙１に記載のとおりであるから、これを引用する。 

（１）５１頁本文７行目から８行目の「受けること」の次に「（当該他の者が事業として当該資産

を譲り渡し、若しくは貸し付け、又は当該役務の提供をしたとした場合に課税資産の譲渡等

に該当することとなるもので、法律又は条約の規定により消費税が免除されるもの以外のも

のに限る。）」を加え、同頁本文１０行目の「同条３項」を「消費税法（平成２７年法律第９

号による改正前のもの）４条３項」に改め、同頁本文１４行目の「行うものとする旨」の次

に「、同項２号は、資産の譲渡等が役務の提供である場合の上記判定は、当該役務の提供が

行われた場所（当該役務の提供が運輸、通信その他国内及び国内以外の地域にわたって行わ

れるものである場合その他の政令で定めるものである場合には、政令で定める場所）が国内

にあるかどうかにより行うものとする旨」を、５２頁８行目の「２８条」の次に「１項」を、

同頁９行目の「対価の額」の次に「（課税資産の譲渡等につき課されるべき消費税額及び当該

消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含まないものとす

る。）」を加える。 

（２）５２頁１０行目から１１行目の「（平成２３年政令第１９８号による改正前のもの。以下同

じ。）」を削り、同頁１６行目及び２３行目の「消費税法施行令」の次に「（平成２３年政令第

１９８号による改正前のもの）」を、同頁１６行目の「消費税法」の次に「（平成２７年法律

第９号による改正前のもの）」を、同頁２２行目の「入漁権（７号）」の次に「とし、同法４

条３項１号に規定する政令で定める場所は、上記の各資産につき、それぞれ当該資産の譲渡

又は貸付けが行われる時における鉱区若しくは租鉱区又は採石場の所在地（４号）、特許権等

の登録をした機関の所在地（５号）、著作権等の譲渡又は貸付けを行う者の住所地（６号）、

営業権等に係る事業を行う者の住所地（７号）とする旨、同施行令６条２項７号は、同項前

各号に掲げる役務の提供以外のもので国内及び国内以外の地域にわたって行われる役務の提

供その他の役務の提供が行われた場所が明らかでないものに係る同法４条３項２号に規定す

る政令で定める場所は、当該役務の提供が行われる際における役務の提供を行う者の役務の

提供に係る事務所、事業所その他これらに準ずるものの所在地」を、同頁２６行目の「その

７号」の次に「（現行の規定と同じ。）」を加える。 

（３）５３頁２０行目の「次号に掲げる場合」の次に「（郵便物として当該資産を輸出した場合）」

を加える。 

３ 前提事実、争点及び当事者の主張 

 原判決の「事実及び理由」の第２の２から４まで、原判決別紙２及び原判決別表１から３ま

でに記載のとおり（ただし、７８頁１０行目の「同法」を「国税通則法」に改める。）であるか

ら、これを引用する。 

第３ 当裁判所の判断 
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１ 当裁判所も、本件取引は輸出免税取引に該当せず、本件各更正処分及び本件各賦課決定処分

はいずれも適法であるから、控訴人の請求はいずれも棄却すべきものと判断する。その理由は、

次のとおり補正するほか、原判決の「事実及び理由」の第３に記載のとおりであるから、これ

を引用する。 

（１）３５頁６行目から７行目及び１３行目から１４行目の「本件旅行パッケージ商品」を「パ

ッケージ商品」に改める。 

（２）３９頁１０行目の「確実に提供する」を「これらの役務が各種サービス提供機関によって

確実に提供されるよう手配する」に、同行目から同頁１１行目の「原告が本件訪日旅行客に

対して国内における飲食、宿泊、運送等の役務を確保し、提供した対価」を「控訴人がこれ

らの役割を果たした対価」に改め、４１頁２５行目の「行事終了後に」の次に「、控訴人が

企画し手配したとおりに」を加え、同頁２６行目から４２頁１行目の「役務を提供した」を

「役務が提供された」に改め、４２頁３行目から５行目、４４頁６行目から７行目、同頁１

９行目から２１行目、４６頁１５行目から１７行目、４８頁８行目から１０行目及び同頁１

３行目から１５行目の「『本件訪日旅行客に対して各種サービス提供機関による役務の提供と

いう方法により国内における飲食、宿泊、運送等の役務を提供する』」を「『国内における飲

食、宿泊、運送等の旅行素材の組合せを企画し各種サービス提供機関を手配することにより

これをＢ社が確実に利用できるようにする』」に改める。 

（３）４４頁３行目の「本件訪日旅行客に対し」を「飲食、宿泊、運送等の役務が各種サービス

提供機関によって確実に提供されるよう手配する」に改める。 

（４）４５頁２３行目の「このことは、」を削り、同頁２６行目から４６頁１行目の「ことからも

裏付けられる」を「ことや、消費税法施行規則５条１項１号が、消費税法７条１項１号の輸

出免税取引に該当することの証明のために整理、保存しておくべき書類を、関税法の規定に

よる税関長の輸出の許可若しくは積込みの承認があったことを証する書類又は当該資産の輸

出の事実を税関長が証明した書類と規定していることなどは、上記の法解釈を前提とするも

のと解される」に改める。 

（５）４７頁２０行目の「同号ハの範囲を」から同頁２３行目末尾までを「同号ハ該当性の判断

は上記立法趣旨等を踏まえて行うべきである。」に、４８頁２行目の「運送」を「輸送」に改

め、同頁６行目から７行目の「又はこれらに類するもの」を削り、同頁１６行目から１７行

目までの「国内において消費されるサービスであるということができるから」を「Ｂ社が上

記役務の提供により直接享受する便益は、控訴人が企画し手配した国内における飲食、宿泊、

運送等の旅行素材の組合せを本件訪日ツアーの催行に際して利用することができることであ

り、この便益は上記旅行素材が所在する国内においてでなければ享受することができないも

のであるから、上記役務の提供は、消費税法施行令１７条２項７号イ及びロに掲げるものに

準ずるもので、国内において直接便益を享受するものとして」に改める。 

（６）４９頁１４目の「本件取引は」の次に「、国内に主たる事務所を有する事業者である控訴

人が国内において行った役務の提供（消費税法〔平成２７年法律第９号による改正前のもの〕

４条３項２号、消費税法施行令〔平成２３年政令第１９８号による改正前のもの〕６条２項

７号）として課税資産の譲渡等に該当し」を加え、同頁１７行目の「消費税等」を「消費税」

に、同頁２４行目から２５行目の「各事実が」を「各事実のうちに」に改める。 

２ よって、原判決は相当であって、本件控訴は理由がないから棄却することとし、主文のとお
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り判決する。 

 

東京高等裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 菊池 洋一 

   裁判官 古田 孝夫 

   裁判官 工藤 正 


